
  

 

                                                                                                 
 本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査部が信ずるに足る

と判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されることがあります。また、記載された内

容は、第一生命ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。 

1 
 

Economic Trends                   マクロ経済分析レポート   

「2020年代の社会保障費急増」は本当か？ 発表日：2018年４月19日（木）               

～人口要因はむしろ和らぐ～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

担当 副主任エコノミスト 星野 卓也 

TEL:03-5221-4547 

 

（要旨） 

○2020 年代に予想されている出来事の一つに、社会保障費の急増がある。団塊世代が医療・介護費の膨ら

む後期高齢者となり、社会保障費全体が急増すると懸念されている。しかし一方で、人口の減少によっ

てこれらの費用には下押し圧力がかかる。厚生労働省が経済財政諮問会議に提出した資料は、「人口構

造の変化による医療・介護費の増加は今後緩やかになっていく」ことを示している。 

 

○後期高齢者の増加によって医療費に投入される「国・地方」の負担“割合”が高まることは事実だ。諮

問会議では、中長期の経済財政試算の結果を用いて、2022 年以降に「国」の社会保障関係費の増加幅が

高まる姿が示されている。しかしこの値に関しても、社会保障関係費の延伸に用いられる物価上昇率が

高く設定されていることによる面が大きい。自然体の経済環境の試算では、社会保障関係費の増加幅は

さほど高まっておらず、人口構造の変化による急増は想定されていない。 

 

○社会保障財政がより深刻な局面を迎えるのは、むしろ団塊ジュニア世代が年金受給を開始する 2030 年代

にある。高齢化による給付増と社会保険料減が同時に訪れ、社会保障収支の悪化圧力は強まる。最重要

課題はここに向け、より長く働くことのできる経済・社会を構築するための改革を、長期的なビジョン

の下で着実に進めていくことである。 

 

○2020 年代、本当に社会保障費は急増するのか 

 2020 年代に懸念されている出来事の一つに、「社会保障費の急増」がある。人口ボリュームゾーンである

団塊世代が、医療・介護費の膨らむ後期高齢者となることで、医療や介護関連の給付が急増し社会保障財政

を圧迫するのではないかという問題だ。 

これに対して、拙稿「思ったより増えなかった社会保障給付費」（2017 年 8 月 18 日）では、医療費の将

来シミュレーションなどを基に、むしろ 2020 年代の社会保障費の増加圧力は和らぐのではないか、という見

解を示した。昨今、経済財政諮問会議を中心に行われている財政再建計画の策定議論において、それを示す

データが公表されているので、改めてこの点に触れたいと思う。 

 資料１は経済財政諮問会議の提出資料の転載である。国立社会保障人口問題研究所の将来推計人口と、年

齢階級別の一人当たり医療費のデータを用いて、将来人口構造の変化が医療・介護費に及ぼす影響を示して

いる。グラフの示す通り、人口構造の変化による医療費、介護費の増加圧力は、将来に向けて和らいでいく

結果となっている。高齢化が深まっていくことは今後も社会保障費を押し上げることになるが、一方で総人

口の減少が給付費の押し下げ要因として効いている。 

 

 

 

 

http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/pdf/macro/2017/hoshi170818.pdf
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資料１．人口構造の変化は医療介護費にどう影響するか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（算出方法） 年齢階級別 1人当たり医療費及び介護費の実績と将来の年齢階級別人口を基に、年齢階級別 1人当たり医療費・介護費を固定し

た場合の、将来の年齢階級別人口をベースとした医療費及び介護費を算出し、その伸び率を「人口要因」による伸び率としている。その 

上で、総人口の減少率を「人口減少要因」とし、「人口要因」から「人口減少要因」を除いたものを、「高齢化要因」としている。 

（使用データ） 厚生労働省「医療保険に関する基礎資料」「介護給付費等実態調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 

（出所）内閣府「経済財政諮問会議」（2018 年 4 月 12 日）の加藤臨時議員提出資料より転載。 

 

○「国と地方」の負担“割合”は増す 

 一方、後期高齢者の増加により、高齢者の公的医療保険がより公費負担割合の高い後期高齢者医療制度へ

移行するため、社会保障給付費に占める「国や地方の負担＝公費の割合」が増すことにはなる。 

公的医療保険は 75歳到達以降、基本的に都道府県の運営する後期高齢者医療制度に概ね統一されることに

なる。この後期高齢者医療制度の給付は、その 50％が国・地方による公費投入によって賄われている。一方

で、74 歳以前の前期高齢者の場合、給付に占める公費負担の割合は 75 歳以上より低い（なお、介護給付に

ついては、介護保険制度単一のため、後期高齢者が増えても公費負担割合は変わらない）。前期高齢者の場

合、医療保険の選択肢は複数ある。例えば、地方自治体の運営する国民健康保険の公費負担割合は 50％と、

後期高齢者医療制度と変わらない。一方、家族の健康保険の被扶養者になっている場合、その給付は扶養者

の所属する健康保険の社会保険料によって賄われる。公費負担割合が低い人が含まれるので、前期高齢者全

体で見れば、公費の負担が後期高齢者より小さくなる。従って、前期高齢者から後期高齢者への移行者が増

えることは、「国・地方」の社会保障負担額の増加要因となる1。（資料２、３、４） 

                             

1 社会保障基金も含めたより広範な政府の概念である「一般政府」の財政指標には公費負担割合変化の影響はない。政府の財政目標である

「国・地方」の財政指標には悪影響が及ぶ可能性がある一方、公費負担割合の上昇は社会保険料負担割合の低下と表裏一体であり、社会保険

料の上昇圧力を抑制することになる。「一般政府」と「国・地方」の違いは弊著「新・財政再建計画はどうなるか③～国と地方はガラパゴ

ス？～」（2018 年 4 月 13 日）でも解説。 

http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/pdf/macro/2018/hoshi180413.pdf
http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/pdf/macro/2018/hoshi180413.pdf
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資料２．年齢階層毎・一人当たり医療介護費と国庫負担額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）【】内は医療費に対する国庫負担の割合。 

（出所）財務省・財政制度等審議会・財政分科会資料（2018 年 4 月 11 日）より作成。 

 

資料３．医療保険制度別にみた法定財源割合 

 社会保険料 公費（国と地方） 備考 加入者数 

健康保険組合 100％ 0％ ・加入者は主に大企業の会社員 約 2900 万人 

協会けんぽ 83.6％ 16.4％ ・加入者は主に中小企業の会社員 約 3600 万人 

国民健康保険 50％ 50％ ・加入者は主に自営業者や退職者 約 3600 万人 

後期高齢者医療制度 50％ 50％ ・加入者は主に 75 歳以上の高齢者 約 1600 万人 

（注）社会保険料には現役世代からの支援金を含む。加入者数は 2015 年 3 月末時点。 

（出所）厚生労働省「我が国の医療制度の概要」などから第一生命経済研究所が作成。 

 

資料４．退職後の医療保険・主な選択肢と公費負担割合 

＜75 歳までは＞ 

①退職前健保に加入する（任意継続被保険者になる）→公費負担割合は退職前の健保次第 

②家族などの健保の被扶養者になる→公費負担割合は扶養者の健保次第 

③国民健康保険に加入する→公費負担割合は 50％ 

＜75 歳以上になると＞ 

①後期高齢者医療制度に加入する→公費負担割合は 50％ 

 

○ただ、ベースラインケースの社会保障関係費の増加はこれまで並み 

 同日の経済財政諮問会議では、この国費負担分にあたる社会保障関係費の動向が分析されている（同会議

（2018 年 4 月 12 日）資料１－１「社会保障改革の推進に向けて」等）。内閣府の中長期試算において、

2022 年度以降の社会保障関係費の増加が 0.9 兆円増加と見込まれている点に触れ、2016－18 年度（自然増は

年 0.65 兆円程度）に比べて社会保障費の増加圧力が強まる旨が記されている。 

ただ、この値に関しては、試算に用いられる物価上昇率が高く設定されている点が影響している。中長期

試算における社会保障関係費の将来値は、人口動態要因のほか、物価上昇率によって延伸がなされている。

諮問会議資料における 0.9 兆円増加の根拠となっているのは中長期試算の「成長実現ケース」（高成長ケー

ス）の値だが、日銀の物価目標（CPI が＋２％）を満たす状態が続くことが前提だ。民間エコノミストをは

じめ、実際に物価目標＋２％の達成を見込む向きは少数派だ。より現実的な経済前提を用いた「ベースライ

56.8

92.9

7.6

【13％】

35.0

【38％】

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

65～74歳 75歳以上

（万円）

医療費

うち国費

5.5

53.1

1.4

【25％】

14.0

【26％】

0

10

20

30

40

50

60

65～74歳 75歳以上

（万円）

介護費

うち国費



  

 

                                                                                                 
 本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一生命経済研究所経済調査部が信ずるに足る

と判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告なく変更されることがあります。また、記載された内

容は、第一生命ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限りません。 

4 
 

ンケース」では、長期的な CPI 上昇率は＋1.1％となっている。この下では、2020 年代の社会保障給付費の

伸びは 0.6～0.7 兆円程度と見込まれており、近年の自然増と大差ない増加幅となっている（資料５、６）。

内閣府の中長期試算における国の社会保障関係費の試算もまた、人口構造の要因で 2020 年代にその費用が

“急増”するとまでは見込んでいないといえよう。 

 

資料５．社会保障関係費の自然増（実績）        資料６．社会保障関係費増加幅の政府将来試算値 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）財務省「概算要求基準」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」より作成。 

 

○2030 年代が厳しい 

 筆者は、人口構造の変化によって、2020 年代の社

会保障給付の増加が加速するとはみていない。社会

保障財政の悪化加速が想定されるのは、その先の

2030 年代である。生産年齢人口と高齢者人口のバラ

ンス悪化が加速（資料７）するためだ。団塊ジュニ

ア世代の年金受給が始まり、高齢化による給付増と

社会保険料減が同時に訪れる。社会保障財政の悪化

圧力は強まることになる。 

高齢者がより長く働き自ら収入を得て、社会保障

を受け取る側から支える側へ変わっていくことが、

社会保障・財政問題の抜本的な処方箋だ。企業と政

府が一体となり、就労制度や労働市場、年金制度や

リカレント教育の場など、高齢化の一層の進行に向

けた包括的な改革を、長期的なビジョンの下で進め

ていくことが必要である。 
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（兆円）
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資料７．15-64 歳人口/65 歳以上人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）国立社会保障人口問題研究所「将来推計人口（出生・死亡中

位推計）」 
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（億円） 消費税 10％引き上げと同時に行う 

社会保障充実策などの影響で増加 
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